
第 回景況調査 年 月調査  

●●●●    改改改改めてめてめてめて問問問問われるわれるわれるわれる企業企業企業企業のののの社会性社会性社会性社会性 村上村上村上村上ファンドファンドファンドファンド事件事件事件事件からからからから 

 「もの言う株主」「この国をよくしたい」として颯爽と登場したのが、村上ファンド

率いる大阪出身の村上世彰氏でした。彼の日本企業に対する主張自体には、傾聴に値す

るものも少なくありません。しかし、最近の報道からは、かなり問題のある行為が次々

と浮かび上がってきており、主張と実態の乖離が問われています。 

 いずれにしても、ライブドア事件、村上ファンド事件と、社会的に注目されてきた人

たちが次々と逮捕される状況やそれが経済や社会に与える影響は、深刻に受け止める必

要があります。「よき経営者」「社会的存在としての企業」といった、同友会でいつも

議論されていることが、改めて思い出されました。 

 

●●●●景気景気景気景気のののの回復回復回復回復 再再再再びびびび微妙微妙微妙微妙なななな局面局面局面局面にににに 

 さて、政府が発表した 月 日の月例経済報告では、「景気は、回復している。先

行きについては、企業部門の好調さが家計部門へ波及しており、国内民間需要に支えら

れた景気回復が続くと見込まれる。一方、原油価格の動向が内外経済に与える影響等に

は留意する必要がある」としています。これは、 月と表現が全く同じです。 

 確かに、景気は傾向としては回復局面にあると思われますが、様々な状況を見ると、

単純に回復局面にあると楽観もできません。株価も、一時期ほどの勢いはなくなり、こ

の原稿を書いている段階では 停滞気味です。 

 中同協の 六年一 三月期の景況調査報告 では、この微妙な状況に

ついて「一時後退するも今後緩やかに前進 人手不足強まる」と表現しています。

の業況判断 「好転」―「悪化」割合 は、 年十 十二月期の五から△ へ

と ポイントも悪化しています。業種別では製造業、サービス業で業況判断 の落ち

込みが目立ち 製造業 →△ 、サービス業 →△ 、地域的には、近畿以西の西

日本の数字が悪くなっています。 

 

●●●●積極的積極的積極的積極的なななな見方見方見方見方のののの中小企業中小企業中小企業中小企業 

 もっとも、 によると、四月以降の景気見通しについては、改善を示しています。

ただし「一 三月期の減退をやっと元に戻したという水準であり、未だ好景気感がもて

るまでには至っていないといえる」ことには注意する必要があります。景気に対する見

方は、傾向として悪化しているわけではありませんが、力強い持続的な回復とまでいえ

ない段階といったところでしょうか。 

 同様な見方は、中小企業に関する他の調査でも示されています。中小企業金融公庫総

合研究所の「第一八九回中小企業動向調査」では、今年一 三月期について「景況判断

は四期ぶりに低下したが、先行きはプラスとなる見通しとなっている」と判断して



います。一 三月期は、結果としては多少厳しい状況が見られたかもしれませんが、中

小企業は前向きの姿勢を示しており、その積極性に期待したいところです。 

 

●●●●大阪大阪大阪大阪のののの景気動向景気動向景気動向景気動向はははは 

 大阪府立産業開発研究所が発表した「最近の経済情勢」 五月 によると、「大阪経

済は輸出や生産が引き続き好調」とあります。大阪府下の中小企業を対象にした大阪市

信用金庫の一 三月期の景況調査では、販売数量、販売価格、収益の は「順調に改

善が続き、改善幅も拡大傾向」にあり、「総合業況判断」も「三期連続改善し、回復ペ

ースが加速」としています。 

 興味深いのは、大阪市信用金庫調査では、景気回復と企業の業績との関係に着目して

いることです。補足調査として実施された「景気回復と自社業績について」では、業績

が全く向上していないと回答している企業が ・ あります。さらに、これらの企

業に景気回復効果を聞くと、業績向上に結びつくと回答した企業が ・ 、業績向

上に結びつかないと回答した企業が ・ となっています。景気回復が中小企業の

業績回復に結びつくことで、景気回復がより力強いものとなっていくのですが、この連

関がまだ弱い状態にあることを示しています。 

 

●●●●大阪同友会大阪同友会大阪同友会大阪同友会のののの景況調査景況調査景況調査景況調査からからからから 

 大阪同友会の景況調査の結果では、業況判断、売上高、経常利益いずれも 値が前

回より悪化しています。しかし、四月以降の見通しについては、 値は上昇しており、

に示された全国の動向と傾向としては似ています。過敏になる必要はありません

が、景気回復の勢いがやや弱まっている観があることを意識することが大事です。 

 そのほかにいくつか気になる点がありました。第一に、経常利益の悪化理由で「原材

料費・商品仕入額上昇」の比率が高くなっていることです。仕入単価の動き自体は前回

と比べて悪化はしていないのですが、今後の見通しは前回よりも厳しい見方をしていま

す。 

 第二に、経営上の問題点で、人件費の増加、熟練技術者の確保難などの数字が少しず

つ上昇していることです。雇用の過不足 「過剰」―「不足」割合 は△ で不

足感が強くなっています。前回も指摘しましたが、原材料コストと労働コストの上昇に

配慮した対応が必要になるでしょう。 

 第三に、設備投資は一 三月に実施した企業の割合が 、四 六月に計画が

と比較的堅調です。業況に対する見方はやや厳しくても、積極的な姿勢を持って対

応していることがわかります。 

 第四に、そうした中で借入金利については長期、短期いずれも金利が上昇したとする

回答が増え、その分 「上昇」―「低下」割合 では長期が前期△ →△ 、短期△



→△ となっています。資金の借入難度には大きな変化がないので、まだ影響は出

ていませんが、今後は注意が必要になるでしょう。  

 

 



 



 

 


